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１ 研究テーマ 

第 186号 「日本におけるスポーツ不正操作（八百長）の現状およびマコリン条約から考え

る八百長罪創設の可能性と課題」 

 

２ 研究の目的・意義 

2014年 9 月 18日にスイスのマコリンで締結された（2019年 9 月 1 日に発効）として知ら

れる「スポーツ競技の操作に関する欧州評議会条約 Council of Europe Convention on the 

Manipulation of Sports Competitions（No 215）」（マコリン条約）は、スポーツにおける

八百長（スポーツ不正操作・競技不正操作）を防止し、摘発・処罰することを目的とした多

国間条約である。欧州評議会の条約であるが、４７の欧州評議会加盟国以外も批准が可能と

なっており、2025年 6月の時点で、43か国が署名、14か国が批准している。2026年 5月時

点で、日本は署名も批准もしていない。マコリン条約には、批准国の義務として、その国内

スポーツ団体・大会主催者に対し、競技不正操作に対抗するための規則の制定・実施等を奨

励すること（ 7条 2 項）、不正操作に対する教育・研修・啓発活動を実施すること（ 6 条）、

ナショナル・プラットフォームの設置（ 9 条、13条）、スポーツ競技の操作に関する罪の

刑事罰化（15条～17条）、刑事法上の国際的協力関係（26条、27条）などが盛り込まれて

いる。 

昨今、日本ではオンラインカジノを行ったとして多くの者が摘発されているが、一部の賭

博関係者がスポーツ選手やスポーツ審判等への不当な働きかけを行い、スポーツ不正操作

につながっているという指摘がある。本研究では、上記のような現状を踏まえ、スポーツ不

正操作（八百長）の現状とマコリン条約から考える日本での八百長罪設立の必要性について

調査研究を行った。 

  

３ 研究の計画・方法 

 スポーツ不正操作に関して、スポーツ界をリードしているのは国際オリンピック委員会

（IOC）であるため、IOC のセッション出席や IOC 担当者との個別面談を行った。欧州評議

会の動きやマコリン条約の内容・解釈については、欧州評議会のウェブサイトを中心に情報

を収集した。 
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４ 研究の実施期間 

2025年 7月 1日 から 2026年 6月 30日 

 

５ 研究成果 

別紙のとおり 

 

 

 


